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1. はじめに 

世界経済におけるサービス経済化は急速であり、サービス部門に就業する人口は年々増

加している。日本においては、総務省統計局が2025年１月31日に発表した労働力調査（2024

年度の基本集計）の平均結果によると、日本の就業者数は6781万人で、そのうち女性の就業

者数は3082万人と31万人の増加となり、男性の就業者数の3699万人と3万人の増加と比較す

ると、女性の社会進出が特徴的である。就業者数を産業別にみると、女性は第3次産業 (サ

ービス業) の就業者数が多く、「医療・福祉」が 669万人 (女性雇用者総数に占める割合の 

24.0%) と最も多く、次いで「卸売業・小売業」516万人 (同 18.6.0%)、「製造業」303万人 

(同 10.8%)、「宿泊業・飲食サービス業」223万人 (同 8.0%) の順となっている。男性につ

いては、「製造業」が718万人 (男性雇用者総数に占める割合の 21.9%) が最も多く、次いで

「卸売業・小売業」が454万人(同 13.8.%)である。 

サービス組織や企業における企業理念や営業目標やマーケティング戦略などは、個々の

サービス就業者と顧客とのやり取りを通じて実現される (Donovan et al., 2004)。本研究は、

サービス就業者のポジティブな感情、特に「自尊心」と「主観的幸福感」が、職場での職

務満足度やパフォーマンスの低下傾向を緩和できるか否かを調査する。また先行研究では、

サービス就業者は、顧客に対応する際に用いる感情労働の側面、すなわち感情をコント

ロールして顧客に親切な対応する際に、時には多大なストレスを受け、燃え尽き症候群

に陥る危険性が指摘されている (Maslach & Jackson, 1984)。 
本研究の目的は、具体的には、サービス就業者が職場で心理的契約違反（PCV: 

Psychological Contract Violation）を知覚する状況において、従業員の「自尊心 (self-esteem)」

と「主観的幸福感 (subjective wellbeing)」は職務満足度やパフォーマンスの低下を緩和し、

時には過剰負荷となるストレスを回避できるか否かを探求することである。200人の日本

人顧客サービス従業員を対象にオンライン アンケートを実施した。また、最も広く研究

されているウェルビーイング (wellbeing) の概念化の一つは、主観的幸福感 (subjective 

wellbeing: SWB) である (Adler & Seligman, 2016)。先行研究は、SWEが正と負の感情の独

立次元の関数であることを経験的に見出している。全体として、高いレベルの主観的幸福

感は、以下の特定の要因を兼ね備えている: (1) 頻繁で強い肯定的な感情状態、(2) 否定的

な感情の相対的欠如、(3) 全体的な生活満足である (Adler & Seligman, 2016)。 
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2. 先行研究レビューと仮説構築 

図 1 は本研究で検討した仮説を表す緩和的媒介効果モデルである。この仮説モデルにお

いては、変数はモデル内でメディエイター(緩和変数)とモデレーター(媒介変数)の両方から

影響を受ける (Baron et al., 1986)。 

図 1. 緩和的媒介効果モデルによる仮説構築

 
(1)心理的契約 (Psychological Contract)と心理的契約違反 (Psychological Contract Violation) 

Rousseau (1989) は、心理的契約を、ある当事者と他の当事者との間の相互交換協定の条

件に関する個人の信念と定義した。すなわち、心理的契約とは、ある当事者と他の当事者と

の間には相互交換契約があるとする個人の信念である。形式的あるいは黙示的な契約とは

異なり、心理的契約は本質的に知覚的なものでる。したがって、ある当事者の契約に対する

理解が他方の当事者と共有されない可能性もある。先行研究では、就職において形成され

る従業員と企業の相互義務は、心理的契約と定義され、従業員の知覚する心理的契約は、

後に組織や企業により頻繁に違反される。Robinson and Rousseau (1994) は、「MBA 卒業生

の 54.8 % が組織や企業は心理的契約に違反した」とアンケートに回答したことを報告し

ている。違反とは、ある当事者が他方の当事者が約束した義務を履行していないと認識した

ときに発生する。契約は誠意と公正な取引を前提として成立し、当事者は相手方の約束に依

存するため、違反は関係当事者に重大な結果をもたらす (Robinson & Rousseau, 1994)。し

たがって、従業員が契約違反に遭遇すると、仕事の満足度、仕事のパフォーマンス、組織に

対する信頼は低下する。さらに、心理的契約違反は、従業員の職務上の職務怠慢を増加させ、

組織を支援する自発的に行動する意欲の低下させ、辞職する気持ちを増加させるなど、従業

員の態度や行動に広範な悪影響を及ぼす(Turnley & Feldman, 2000)。さらに、心理的契約違

反 (PCV) の悪影響は、従業員の傷ついた感情や幻滅を超えて、組織の信頼性を脅かす行為

につながる可能性がある。すなわち、心理的契約違反 (PCV) は、満たされない期待という

感情や仕事への不満によって引き起こされ、組織に悪影響を及ぼす (Turnley & Feldman, 

2000)。「満たされていない期待」とは、従業員が組織内で遭遇すると予想されることと、従

業員が実際に仕事上で遭遇することの間の矛盾であると定義される (Poter & Steers, 1973) 
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(2) 職務満足と職務パフォーマンス (Job Satisfaction and Job Performance) 

仕事における「幸福感」とは、職務満足度と職務パフォーマンスに関するシンプルな概念

であるが、組織の観点から見ると、職務満足は職場の幸福に対する最も一般的かつ古いアプ

ローチである。先行研究では、職場での幸福感を研究するために、いくつかのアプローチが

提案されており、近年の多くの研究では、労働者の幸福度と生産性の高さを裏付けている。

また、Judge et al. (2001) は、職務満足と職務パフォーマンスの関係性は、他の第三の変数 (例

えば緩和変数あるいは媒介変数) により影響を受けるとする。この分野の先行研究の再検証

として、本研究は以下の仮説を提案する 

仮説 1: 心理的契約違反は顧客サービス就業者の「職務満足」と負の相関性がある。  

仮説 2: 心理的契約違反は顧客サービス就業者の「職務パフォーマンス」と負の相関性があ

る。 

(3) 自尊心 (Self-Esteem) 

自尊心とは自己の感情的な側面があり、一般に私たちが自分自身（自分の価値）につい

てどのように感じているか、または評価しているかを指す。このような自己概念は、私たち

が自分自身について持っている一般的な概念を指すこともあり、自己概念の構成要素に関

する尺度が研究の対象となっている。ローゼンバーグ自尊心尺度（RSES; Rosenberg, 1979）

は、自尊心を表す主要な要素を測定することを目的としており、本研究では、自尊心とその

他の変数に関する次の仮説を提案する。 

仮説3: 心理的契約違反 (PCV) は、「自尊心」と負の相関性がある。 
仮説4: 「自尊心」は「職務満足度」と正の相関性がある。 
仮説5: 「自尊心」と「職務パフォーマンス」と正の相関性がある。 
仮説6: 「自尊心」は PCVと「職務満足度」の間の負の関係を緩和する効果がある。 
仮説7: 「自尊心」は PCVと「職務パフォーマンス」の間の負の関係を緩和する効果がある。 

(4) 主観的幸福感 (SWB: Subjective Wellbeing) 
先行研究によると、主観的幸福感（SWB）は、人々の生活と感情的経験の全体的な評価

に関する肯定的あるいは否定的な感情的反応の個人的な認識と経験、および人生の満足度

に関する世界固有の認知的評価として定義される。主観的幸福感は、個人の観点から測定さ

れ（自己報告）、この分野を臨床心理学と区別する特徴である（Diener et al., 2017）。本研究

は、次の仮説を提案する 

仮説8: 心理的契約違反 (PCV)は、主観的幸福感 (SWB)と負の相関性がある。 

仮説9: 主観的幸福感 (SWB)は「職務満足」と正の相関性がある。 

仮説10:主観的幸福感 (SWB)は「職務パフォーマンス」と正の相関性がある。 

仮説11:主観的幸福感 (SWB)は PCV と「職務満足」間の負の関係性を緩和する効果がある。 

仮説 12:主観的幸福感 (SWB)は PCV と「職務パフォーマンス」間の負の関係性を緩和する

効果がある。 

 



3. 測定方法と分析結果 

(1) 測定方法 

本研究は、オンライン調査の世界的リーダー企業によるオンライン・ライブアプリ サー

ビスによる調査を実施した。最終サンプルは、日本人顧客サービス従業員 200名 (女性

54.5%) で構成されている。回答者の年齢は、20歳未満から60歳以上まで幅広く、平均年齢

は24歳であった。回答者の在職期間は、 1年未満から 30年以上まで、平均在職年数は 8年

であると報告された。この調査の分析には、IBM SPSS Statistics ver.29 および IBM SPSS 

Amos 29 を使用した。 

(2) 質問事項 

本研究では、5点のリッカート タイプのアンケート用紙を使用して、1 (低) から 5 (高) 

まで、以下の質問をした。 

心理的契約違反 (PCV)   先行研究（Robinson & Rousseau, 1994）を参考にして、従業員の

心理的契約違反（PCV）の程度を評価するために以下の 2項目を使用した。「あなたがお勤

め会社は、どの程度、契約の義務を果たしているとお考えですか?」（逆スコア項目）、およ

び「どの程度、次のことが当てはまりますか? 今まで会社は、契約の義務を怠ったことはあ

りますか？」。 

自尊心   ローゼンバーグ自尊心尺度 (Rosemberg, 1979) から以下の 3 項目を使用した。 

「私にはいくつかの長所があります。」、「私は価値のある人間であると感じます。」、「自分に

は誇るべきことがあまりないと感じています。」(逆スコア項目）。 

主観的幸福感 (SWB)   主観的幸福感は内的経験によって定義され、個人の観点から測定さ

れ（自己報告）、この分野が臨床心理学と異なる特徴となる（Diener et al., 2017）。先行研究

では、主観的幸福感には幸福度を含むいくつかの同義語があるが (Proctor, 2014)、本研究の

アンケート回答者は日本人を対象としているため、日本語版の主観的幸福感尺度(SHS) 

(Shimai et al., 2004) から以下の 3項目を使用した。「全般的に見て、私は自分のことを幸せ

な人間だと考えています。」、「私は、自分と同年輩の人と比べて、自分を幸福であると思っ

ています。」、「全般的にみて、非常に不幸な人たちがいます。この人たちは、うつ状態にあ

るわけではないのに、はたから考えるよりも、まったく幸せではないようです。あなたは、

どの程度、そのような特徴を持っていますか?」(逆スコア項目）。 

職務満足感   本研究では、定性的または投影的な態度尺度の開発による以下の 2 項目を

使用した (Robinson & Rousseau, 1994)。「私は、この会社で働くことに、非常に満足していま

す。」、「私は、自分の仕事に満足しています」。 

職務パフォーマンス   職務パフォーマンスに関する3項目は、William et al.(1991) から2項

目、そして Brown et al. (2002）から1項目、サービスワーカーのパフォーマンスの尺度を使

用した。「あなたはどの程度、次の記述に同意しますか? 私は、自分に割り当てられた任務

を、十分にやりとげています。」、「私は、会社が私に期待するような仕事をしています。」、

「あなたのお仕事のパフォーマンスは、同僚と比較すると、どのようなものですか?」。 



(3) 分析結果 

表 1 は、変数の平均値、標準偏差、相互相関、信頼性 (クロンバックのアルファ係数) な

ど、この研究で使用した変数の記述統計を示している。 Robinson and Rousseau (1994) によ

る先行研究結果と一致して、表 1は PCV が職務満足と負の相関があることを示し (r = -.54、

p <.001)、仮説 1 を裏付けている。仮説 2 は PCV と職務パフォーマンス間に負の相関があ

ると仮定した。同様に、表 1 は PCV と職務パフォーマンスの間の負の相関関係 (r = -.53、

p <.001) を示し仮説 2 を裏付けた。仮説 3 は、PCV と自尊心の負の相関関係を仮説とした

が、この相関関係は有意ではなく仮説 3 は棄却された。他方で、仮説 4 に関しては、自尊

心と職務満足の間に正の相関関係があるとし、表 1 は有意に正の相関関係があることを示

し (r = 0.14、p < 0.01)、仮説 4 を裏付けた。同様に、仮説 5 は自尊心と職務パフォーマンス

間に正の相関関係があると仮説し、表 1 は有意に正の相関関係があることを示し (r = 0.18、

p < 0.01)、仮説 5 を裏付けた。同様に、仮説 8 は、PCV と SWB の負の相関関係を仮説と

したが、表 1 において相関関係は有意ではなく仮説 8 は棄却された。仮説 9 は、SWB と職

務満足の正の相関関係を仮説としたが、この正の相関関係は有意ではなく仮説 9 は棄却さ

れた。仮説 10 は、SWB と職務パフォーマンスの正の相関関係があると仮説としたが、この

相関関係は有意ではなく仮説 10 は棄却された。 

 

表 1. 記述統計と相関分析 

 

 

 

 

 

 

87654321α⁴S.D.M

--.50.54ジェンダー¹1

--.43***-2.052.78在籍年数 ²2

-.51***-.36***-.892.36年齢 ³3

--.06-.15***.15**.67.762.50心理的契約違反(PCV)4

--.54***.04.14**-.03.861.103.24職務満足5

-.61***-.53***.17**.30***-.07.88.933.54職務パフォーマンス6

-.07.27***-.07.03-.01-.02.64.723.26主観的ウェルビーイング

(SWB)
7

-.44***.18**.14**-.11.20**-.12*-.09.67.683.06自尊心8

Note: *** p < .01, ** p < .05, * p < .10. N = 200.
¹ ジェンダー: 男性= 0, 女性= 1.
² 在籍年数: 1 = 0 ~ 5年, 2 = 6 ~ 10年, 3 = 11 ~ 1 5年, 4 = 16 ~ 20年, 5 = 21 ~ 25年, 6 = 26 ~ 30年, 7 = 30年以上.
³ 年齢: 1 = 20歳以下, 2 = 21 ~ 30歳, 3 = 31 ~ 40歳, 4 = 41 ~ 50歳, 5 = 51 ~ 60歳, 6 = 60歳以上.
⁴信頼性: クロンバックのアルファ係数

 



職務満足と職務パフォーマンスに対する相互作用(緩和効果)を調査する階層的重回帰分析 

階層的重回帰分析の結果 (表 2) (従属変数:職務満足)、交互作用（PCV × SE）を回帰式に

挿入した際に有意であり [F (7, 192) = 16.259, p < .001, ∆R² = .011]、また交互作用（PCV × 

SWB）を回帰式に挿入した際にも有意であった [F (7, 192) = 16.404, p < .001, ∆R² = .013]。図

2(左)は PCV と自尊心の交互作用を示し、図 2(右)は PCV と SWB の交互作用を示すプロッ

ト図である。図 2(左)において、自尊感情の高い従業員のグループは、自尊感情の低いグル

ープと比較すると、PCV のレベルが低い状況において職務満足は高く、仮説 6 を部分的に

裏付けた。また図 2(右)においては、SWB の高いグループは PCV のレベルの高低に関わら

ず職務満足は高く維持することが提示され仮説 7 を裏付けた。 

同様に、階層的重回帰分析の結果 (表 3) (従属変数:職務パフォーマンス)、交互作用（PCV 

× SE）を回帰式に挿入した際に交互作用は有意であり [F (7, 192) = 16.656, p < .001, ∆R² = .022]、

また交互作用（PCV × SWB）を回帰式に挿入した際にも有意であった [F (7, 192) = 15.699, p 

< .001, ∆R² = .008]。図 3 (左)は、PCV と自尊感情の交互作用を示し、図 3(右)は PCV と SWB

の交互作用を示すプロット図である。図 3(左)において、自尊感情の高い従業員のグループ

は、PCV のレベルの高低に関わらず職務パフォーマンスは高く維持することが示され仮説

11 を裏付けた。また図 3 (右)において、SWB の高い従業員のグループは、SWB の低いグル

ープと比較すると、PCV のレベルが低い状況でパフォーマンスは高く維持され、仮説 12 を

部分的に裏付けた。 
表 2. 階層的回帰分析(従属変数: 職務満足) 

 

図 2. PCV と自尊心の交互作用を表すプロット図 (左) 

PCV と SWB の交互作用を表すプロット図 (右)(従属変数: 職務満足) 

 

職務満足従属変数:

ββββ

.09.09.08.09ジェンダーStep 1

.11.12*.11.12*在籍年数

-.01-.02-.02-.02年齢

.01-.52***-.13-.52***心理的契約違反 (PCV)

-.04-.03.28*-.03自尊心 (SE)

.62***.25***.25***.25***主観的ウェルビーイング (SWB)

---.49**-PCV × SEStep 2 相互作用 (1)

--16.259***17.922***F
--.349.338調整済みR²
--.011-∆ R²

-.63**---PCV × SWBStep 3 相互作用 (2)

16.259***17.922***--F
.351.338--調整済みR²
.013--∆ R²

すべての変数に標準化を施し、標準化偏回帰係数βで表記した。*** p < .001, ** p < .01, * p < .10.



表 3. 階層的回帰分析(従属変数: 職務パフォーマンス) 

 

 
図3. PCV と自尊心の交互作用を表すプロット図 (左) 

PCV と SWB の交互作用を表すプロット図 (右) (従属変数: 職務パフォーマンス) 

 

 

図 4. 分析結果: 緩和的媒介効果モデル 

 

職務パフォーマンス従属変数:

ββββ

.13**.13**.12.13**ジェンダーStep 1

.24***.25***.24***.25***在籍年数

.05.04.04.04年齢

-.06-.50***.02-.50***心理的契約違反 (PCV)

.10.11*.53***.11*自尊心 (SE)

.29*-.02-.02-.07主観的ウェルビーイング (SWB)

---.65**-PCV × SEStep 2 Interaction (1)

--16.656***17.527***F
--.355.333調整済みR²
--.022-∆ R²

-.52**---PCV × SWBStep 3 Interaction (2)

15.699***17.527***--F
.341.333--調整済みR²
.008--∆ R²

すべての変数に標準化を施し、標準化偏回帰係数βで表記した。*** p < .001, ** p < .01, * p < .10.



4. 考察 
現代の日本のサービス部門に就業する人口は年々増加している。他方で、2023年12月付

の総務省統計局労働人口統計室による転職者及び転職希望者の動向によると、就業者のう

ち転職者は325万人と1年前と比較して12万人増加(6期連続)があり、転職希望者も1035万人

と78万人増加(10期連続過去最多)がある。このような労働人口の移動に伴い、就業者の労働

環境は変化するため、現代の就業者は PCV を知覚しやすいと考えられる。 

本研究は、変化が速く複雑な現代の労働環境で、PCV を知覚する可能性が高い就業者

は、職務満足度と職務パフォーマンスの低下傾向を、従業員のポジティブな感情が緩和で

きるか否かを調査した。本研究の目的は、具体的には、サービス就業者が職場で心理的契

約違反（PCV: Psychological Contract Violation）を知覚する状況において、従業員の「自尊

心 (self-esteem)」と「主観的幸福感 (subjective wellbeing)」は職務満足度やパフォーマンス

の低下を緩和し、時には過剰負荷となるストレスを回避できるか否かを探求することであ

った。 

心理的契約違反 (PCV) は、満たされない期待という感情や仕事への不満によって引き起

こされ、組織に悪影響を及ぼす (Turnley & Feldman, 2000)。「満たされていない期待」とは、

従業員が組織内で遭遇すると予想されることと、従業員が実際に仕事上で遭遇することの

間に矛盾が起きる場合である (Poter & Steers, 1973)。現代の従業員は、たとえ転職に成功し

たとしても、変化が速く複雑な現代の労働環境で、心理的契約違反は生まれる可能性があ

る。 

本研究の分析結果は、従業員が職場で PCV を知覚している場合でも、高いレベルの

「自尊心」と「主観的ウェルビーイング」のようなポジティブ感情を維持することで、職

務満足度の低下や職務パフォーマンスの低下を回避できることを示した。さらに対人サー

ビス専門職に特有な燃え尽き症候群に陥る危機も、「自尊心」と「主観的ウェルビーイン

グ」のようなポジティブ感情を維持することで回避できる可能性を示した。結論として、

本研究は、自尊心と主観的ウェルビーイングが感情のコントロールに熟練する従業員の成

長に寄与し、ストレスの多い現代の労働環境や人間関係に上手く対処し、潜在的な燃え尽

き症候群を回避する可能性を示唆した。 
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Abstract: This study examined how customer service employees’ positive emotions, 
specifically self-esteem and subjective well-being, may moderate the declining 
propensities of job satisfaction and job performance in the workplace following 
psychological contract violation (PCV). 200 Japanese customer service employees 
completed the online questionnaire. The mediated moderation model revealed that even 
when employees perceive a PCV as a predictor of burnout, they may work with high self-
esteem and subjective well-being, thereby avoiding a decrease in job satisfaction and job 
performance propensities. Psychological contracts, which are reciprocal employment 
obligations developed during and after recruitment, are frequently violated in 
organizations. According to Robinson and Rousseau (1994), 54.8% of MBA graduates 
reported that their employers had breached these contracts. Violations generate distrust 
toward their employer, lower job satisfaction, reduce job performance, and increase the 
likelihood of quitting the job. Finally, this study found that even when employees perceive 
a PCV in the workplace, they can maintain high self-esteem and subjective well-being, 
thereby preventing a decline in job satisfaction and performance. This study suggests that 
emotionally skilled employees with higher self-esteem and greater subjective well-being 
may be better equipped to cope with their stressful working environment and relationships 
and recover from potential burnout. 
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